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・ 広域的な機能の分散と

連結強化

・持続可能な生活圏の再構築

・生活圏人口１０万人以上

を一つの目安として想定し

た地域づくり

新たな国土形成計画の検討状況

〇今後概ね１０年間の長期計画となる国土形成計画の令和5年夏策定に向け、 「広域的な機能の分散と連結強化」、「持続可能
な生活圏の再構築」 により、「シームレスな拠点連結型国土」の構築を目指す考え方が示されている。

国土の基本構想として

重点テーマとして

が示されている

○ 「シームレスな

拠点連結型国土」

「対流促進」
「コンパクト＋ネットワーク」
をさらに深化・発展させ、

※南北に細長い日本列島に
おける国土全体での連結強化
※広域レベルからコミュニティ
レベルまで重層的な圏域形成

＜階層間のネットワーク強化＞
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第２部：分野別施策の基本的方向
第４章 交通体系、情報通信体系及びエネルギーインフラの高質化に関する基本的な施策

第１節 シームレスな総合交通体系の高質化
（３）シームレスな拠点連結型国土の骨格を支える国内幹線交通体系の高質化

【抜粋】
国土全体にわたる連結強化に向け、道路、鉄道、港湾、空港等がそれぞれの特性に応じて役割分担し、有機的かつ効率的な交通ネットワークを形成するシー

ムレスな総合交通体系を整備する。
その際には、交通施設の耐震性、耐災害性の強化等を図るとともに、リダンダンシーの確保の観点を含め、これらを有機的に連結することでネットワーク性を強

化し、迅速かつ円滑な人流・物流の活発化を図る。

（高規格道路ネットワークの高質化）
国土を縦貫あるいは横断し、全国の主要都市間等を連結して、その時間距離の短縮を図る国土の骨格を支える基幹的な高速陸上交通ネットワークとして、

14,000km の高規格幹線道路と、これを補完し広域圏内や広域圏間の交流・連携を強化する広域道路網からなるシームレスなサービスレベルが確保された高規
格道路ネットワークの形成・機能向上を図る。

高規格道路ネットワークの構築に向けては、主要都市間の時間距離の短縮を図る道路ネットワークの強化、迅速かつ円滑な物流を実現する三大都市圏環状
道路や地方都市の環状道路、主要な港湾、空港、高速鉄道駅等へのアクセス道路等に重点を置いて、コスト縮減を図りつつ効率的な整備を推進する。

また、道路ネットワークのパフォーマンス向上により、生産性向上やカーボンニュートラルに貢献するため、速達性向上による CO2排出抑制に資する道路ネット
ワークの強化とともに、各種データから道路のサービスレベルをきめ細かく分析し、交通容量を有効活用するための部分改良の機動的・面的実施、TDM 施策等
の推進を図る。

特に、我が国の道路ネットワークにおいては、地形条件や暫定２車線整備により先進諸国並みの高速での移動性が確保されていない現状や、巨大災害リスク
の切迫、安全保障上の課題の深刻化といった状況も踏まえ、時間距離の短縮に加え、ネットワークの多重性・代替性といったリダンダンシーの確保の観点を考慮
し、高規格道路ネットワークのサービスレベルを把握した上で、ミッシングリンクの解消や、暫定２車線区間の４車線化など、必要な機能向上の加速化を図る。

日本中央回廊（仮称）の形成を支える新東名・新名神高速道路の 2027 年度の全線開通に向けた整備、リニア中央新幹線との相乗効果を高める中部横断自動
車道等の整備を進める。

湾口部、海峡部等を連絡するプロジェクトについては、地域活力の創出、リダンダンシーの確保等の観点も含め、国土全体にわたる連結強化の重要性も踏まえ
つつ、民間活力の活用も視野に、長期的視点から取り組む。

また、広域圏内の交流・連携を強化する観点からは、比較的近距離にありながら地域的障壁により交流に制約がある地域間の交流と連携に資するプロジェクト
の検討を行う。

物流効率化、物流 DX の観点を含め、高速道路を賢く使う取組を推進する。ドライバー不足対策や物流効率化のため、ダブル連結トラックの幹線物流での普及
促進や、ドライバーの休憩環境の改善に向けた SA・PA における駐車マスの整備等を推進する。また、物流施設とのアクセスを強化するなど、幹線物流に資する
高速道路の機能を強化するほか、中継輸送の実用化・普及に資する拠点の整備等、特殊車両通行制度に関する見直し・利便性向上を進める。さらに、新東名高
速道路の駿河湾沼津SAから浜松SA間に深夜時間帯における自動運転車用レーンの設定や道路インフラからの情報提供により、2026 年度以降の高速道路に
おけるレベル4自動運転トラックの社会実装を目指すとともに、高速道路 SA/PA 等における自動運転車両の拠点施設がニーズに応じて整備されるよう計画的な
支援を実施する。また、平時・災害時を問わない安定した物流の確保、ならびに物流の効率化のため、地下空間の活用を含め、新技術を活用した新たな物流形
態の実現に向けて、方策及び官民の連携のあり方等の検討を行う。

また、高速道路の料金所における業務の効率化や渋滞解消等を図るため、ETC 専用化によるキャッシュレス化を計画的に推進する。
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